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特集 1から100へのデジタル戦略

Ⅰ　DX 2周目に求められる「業界の共通課題解決」
Ⅱ　共通課題解決に必要な三つの条件
Ⅲ　共通課題解決のカギとなるデジタル活用
Ⅳ　課題解決手段としての業界プラットフォーム再考

C O N T E N T S

要　約

1 これまでのDXの取り組みにおいては、業界全体にまたがる従来の商慣行や業務プロセ
スに阻まれ成果が上がらなかった企業が散見される。このような商慣行や業務プロセス
は、いまや業界の共通課題となっており、一社単独では改革が難しく、同業他社や異業
種とのコラボレーションが必要となる。

2 業界の共通課題解決には、（ 1）企業間のコラボレーションによるオペレーション改革、
（ 2）現在のオペレーションの前提となっている制度や商慣行の改革、（ 3）制度や商慣
行の改革にスピーディに同意するための経済的メリットの創出、の三つの条件が満たさ
れることが必要である。

3 三つの条件を満たすうえでは、複数企業間での複雑な立場の違いを克服する合意形成
過程や、中小企業特有の課題解決がボトルネックになりやすい。解消するには、AI・
機械学習の活用による達成条件の可視化や、自動化・省人化によるエコノミクス（経済
性、収益構造）の改革など、デジタル技術の活用が有効である。

4 （ 1）（ 2）の条件が一定程度満たされると、特定のノンコア業務を業界プラットフォー
ムとして外部化することが有効になる可能性がある。業界プラットフォームは失敗に終
わったケースも多いが、共通課題の解決に加えて新たな収益源にもなり得る一石二鳥の
アイデアであり、適切な機能・業務を見極めることができれば、有効な方策となり得る。

5 業界の共通課題解決は、他社とのコラボレーションが不可欠である。企業の経営層は経
営イシューとして自ら推進にコミットし、コラボレーションを加速させるようなデジタ
ル技術の活用を進めることが求められる。

酒嶋亮太 川相誓也 白賀可奈

業界の共通課題を解決する
デジタル共創戦略



53業界の共通課題を解決するデジタル共創戦略

Ⅰ	DX 2周目に求められる
	 「業界の共通課題解決」

1 フロント業務以外では
 課題が残ったDX 1 周目

これまでの日本企業のDXにおいて、顧客
や従業員体験の向上や、ビジネスモデルの高
度化、オペレーションの高度化・効率化を目
指す取り組みが多数試みられてきた。このう
ち、顧客体験や従業員体験の向上といったフ
ロント業務については、一定の成果が上がっ
てきたといえる。たとえば10年前（2014年
頃）と比べると、東京で働く事務系ビジネス
パーソンの行動は大きく変わっている。タク
シーでの移動一つ取っても、流しのタクシー
を捕まえるために路上で手を挙げる回数は減
り、アプリで予約をすることが増えた。たと
え流しに乗った場合でも、到着した後に代金
を現金で支払うことは減り、乗車中に事前精
算してしまうことが大半になった。帰社した
後、印刷した精算帳票に領収書を貼りつけて
経理に提出するのではなく、精算システムと
予約アプリが連携し、電子データで精算がで
きるようになったので、移動中や在宅時にス
マートフォンで精算が完了してしまうことも
多くなった。

一方で、DXの成果が上がらなかった企業
も散見される。特に、ビジネスモデルの高度
化や、オペレーションの高度化・効率化を目
指した取り組みの場合には、PoC（概念実
証）の段階で思うように効果が出ずにとどま
ってしまったり、PoCではよい結果が出ても
規模の拡大がうまく進まなかったりする例が
多数見られる。

その要因の一つとして、オペレーションの

高度化や効率化のボトルネックが業界共通の
課題に起因していることが挙げられる。この
ようなケースでは、自社のオペレーションを
変えるだけでは成果が得られにくく、また自
社のデータだけでは最適化の余地が少なくな
ってしまう。すなわち、解こうとしている課
題の範囲が広く、自社だけでは解き切れない
という壁に直面した状態である。こういった
ケースは、製造、物流、流通、小売、建設の
ような、現実空間とのかかわりが切り離せな
い業種において顕著である。

2 DX実現を阻む業界の共通課題
業界の共通課題とは、「複数の業界にまた

がる商慣行などの業務プロセスが原因として
起こる、効率化や付加価値向上の障壁」と定
義できる。こうした業務プロセスは、そもそ
も設計されたものではなく、過去に成立した
ものが惰性で行われているうちに、どの会社
でも単独では改革できなくなり、閉塞状態を
招いていることが多い。たとえば、在庫の所
有権移転のタイミング、製造ロットや配送ロ
ットの大小、サービスの標準化の度合い、受
注頻度や納品期日（毎日発注、翌日納品な
ど）、貨物の積載方式（バラ積み、パレット
積みなど）などが挙げられる。近年さまざま
な業界で、アセットの低稼働や労働生産性の
低さの解消や、労働条件の改善を目指した
DXの取り組みが試みられているが、ここに
挙げた課題が原因となって実現が阻まれてい
る例が少なくない。

ある製紙メーカーでは、自社製品である段
ボール原紙の配送をトラック会社に委託して
いるが、ドライバーの待機時間が長いこと、
必要なトラック台数が納期直前まで決まらず
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車両を過剰に事前手配していること、という
二つの問題があった。今後、ドライバー不足
が加速していくことを考えれば、顧客への納
品条件を変更し、待機時間の削減や手配台数
の削減をしなければ、物流費用が高騰するだ
けでなく、トラック会社から敬遠され、運ん
でもらえなくなる懸念すらあった。

そこで当該メーカーは、必要なトラック台
数を予測するAIの導入、トラックバース予
約システムの導入による待ち時間の削減な
ど、原紙配送を効率化するためのDX施策を
複数検討した。しかし、納品条件を変えたく
ても、取引先はなかなか合意してくれなかっ
た。物流費の高騰や納品遅れは取引先にとっ
ても損失となるはずだが、納品条件を変える
ということは、これまでこのメーカーが叶え
ていた取引先の要求を、一定程度断る、つま
りサービスレベルが下がるということを意味
する。この取引先にとっては、さらに下流に
いる顧客も一緒になって条件を変えてくれな
い限りは、自分たちだけが損をするのではな
いかという懸念につながったからであった。

同様の事例は少なくない。ある食料品メー
カーが、取引先である卸に対して、AIを使
って需要予測を高度化したうえで、それまで
の「毎日発注、翌日納品」という取引条件
を、「週に三回の発注と翌日納品」という条
件に変えてもらうよう依頼した。こうするこ
とで、毎回の配送時のトラックの積載率が高
まり、物流費を抑制できるからであった。し
かしここでも、卸はさらに下流にいる小売と
の板挟みになる。小売は卸に対して「毎日発
注、翌日納品」という条件で取引しており、
変更は容易ではなかった。卸にとっては物流
費は下がるかもしれないが、代わりに在庫が

今までよりも積み上がってしまう懸念があ
り、卸にとっては簡単に受け入れられなかっ
たためである。結果としてこの提案は停滞し
てしまうことになった。

この二つの事例から、商慣行に起因した業
界の共通課題解決には、製造業・卸業・小売
業など、複数の業界にまたがった、業界横断
での検討が必要であることが分かる。仮に業
界のリーダー企業であっても、自社が属する
業界を超えて一社で業界の商慣行やプロセス
を変革することは容易ではないのである。こ
のように考えると、DX 2 周目における業界
の共通課題解決には、同業他社を含む他企
業、業界横断での共創が必須と考えられる。

3 業界の共通課題解決のインパクト
本稿で扱う「業界の共通課題」は、複数の

業界にまたがって存在しており、また経路依
存性を有する商慣行であるため改革は容易で
はないが、解決できた場合には複数の業界で
生産性や収益性を飛躍的に高めるチャンスに
もなる。

業界の共通課題解決がもたらし得るインパ
クトの例として、物流業界を取り上げる。物流
業界においては、かねてから「他業界より約
2 割労働時間が長く、約 1 割所得が低い注1」
とされる厳しい労働環境や、40歳以上のトラ
ックドライバーが約70％注2に及ぶ高齢化の進
展、大型二種免許取得者数の減少（2001年か
ら2021年で、保有者数は約 7 割以下に減少注3）
によって、運ばれるべき貨物に対してドライ
バーが不足することが予測されてきた。野村
総合研究所（NRI）が行った予測では、2030
年度に、貨物量に対して必要なドライバーの
数が約36％不足し、供給が逼迫することで運
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Ⅱ	共通課題解決に必要な
	 三つの条件

本章では、伝統的な慣習が残り、効率化の
余地が大きい市場において、業界の共通課題
解決に取り組んだ事例を分析し、閉塞をもた
らしている業務プロセスを変革するための条
件を考察する。

1 キユーピーと加藤産業による
 加工食品業界の物流改革

最初の事例では、キユーピーと加藤産業が
連携し、小売、物流会社を巻き込んで、サプ
ライチェーン全体の取引条件・納品条件を緩
和した事例を取り上げる。

従来、キユーピーの工場から卸物流拠点へ
の配送は、卸からの発注を受けた翌日を納期
として行われていた。しかし、納品リードタ
イムが 1 日しかないため、傭車先のトラック
ドライバー確保は常に期限ぎりぎりで行われ
ていた。業界全体でドライバー不足が進む中
で、2013年末には実際に破綻をきたし、関東
地方を中心に 1 日当たり60台の車両不足、約
7 万ケースの配送遅れが出てしまった。キユ
ーピーのロジスティクスを司るロジスティク
ス本部では、今後、ドライバー不足が深刻化
した際には、業界全体で物流が維持できなく
なってしまうという危機感が高まっていた。

そこでキユーピーは、2018年以降、卸、小
売、物流事業者と連携し、繁忙期の納品リー
ドタイムの延長（発注の翌々日化）と、倉庫
での荷受け作業時間を削減するための簡易な
検品レスの仕組みの導入を行った。

この取り組みにおいては、メーカー、卸、
小売のそれぞれが、目標のために、これまで

送費が2022年度の約1.3倍まで増加するとの
結果が出ている。仮にこの運送費の増加が保
管などまで含めた物流関連費用全般に波及し
た場合、試算ではあるが、日本企業の営業利
益は約半分まで圧縮されてしまうことにな
る。金額に換算すれば、約十数兆円に及ぶ規
模である。裏を返せば、効率化を阻んでいる
業界の慣習や取引関係といった課題を解くこ
とで生産性を高められれば、数兆円規模の事
業機会が生まれることにもなる。

業界の共通課題解決によって、業界全体の
収益性や生産性が上がった例は過去にもあ
る。20世紀の中盤まで、船便での貨物輸送は
極めて生産性が低い業界として知られてい
た。港についたバラ貨物は、労働者の手によ
って荷下ろし・開梱する、極めて時間のかか
るプロセスが必須だった。この状況を大きく
変えたのが、1950年代の世界標準のコンテナ
の普及と商取引の国際標準化であった。1960
年に、労使の間で「機械化・近代化協定」が
成立したことで「1960年まで20年間ずっと横
這いだった労働生産性は大幅に上昇する。一
般貨物の荷役効率は 5 年間で41％上昇し、品
目調整後の数字でも 8 年間で 2 倍になった注4」
とされる。「もう缶詰であれ、小麦粉であれ、
せっかく梱包したものを岸壁で開梱されるこ
とはない。（中略）それまで 6 名で扱っていた
鉄鋼製品は4名で扱うようになり、（中略）63
年には、西海岸の全港における雇用実績が
250万人／時間減少した」ためである。

輸送コストの大幅な低下は国際貿易物流の
発展を促し、運輸産業の収益性・成長性は飛
躍的に高まった。このように、業界を閉塞状
態に陥らせている商慣行やプロセスを改革で
きれば、極めて大きな経済効果が生まれる。
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2 某小売業界における流通改革
二つ目の事例では、ある消費財流通業界に

おいて、AIを活用して生産量・流通量の予
測精度を高め、業界全体で返品・廃棄を減ら
すことを目指した事例を取り上げる。

この業界では、ECチャネルの拡大と同時
に国内市場の成長がピークアウトしており、
効率化は重要な課題であった。にもかかわら
ず、伝統的にこの業界では商品の返品・廃棄
が多く、総市場規模の約 3 割から 4 割に当た
る金額の廃棄ロス・物流費が発生していた。
こうした問題に対して、主要メーカーの一部
から、AIとIoT機器を活用し、業界のサプラ
イチェーンを効率化することを目指した動き
が立ち上がった。取り組みは大きく二つに分
けられる。第一に、これまでメーカーや卸の
担当者の経験を基に決められていた生産計
画・流通計画をAIを用いた需要予測を通じて
最適化し、廃棄を削減すること。第二に、メ
ーカーのノンコア業務を集約し、BPO化し
てコストを削減することである。

これまで、属人的かつ経験的に生産量・流
通量が決められていたために、小売店の店頭
では消費者が欲しい商品が欠品していること
もしばしば発生しており、小売店にとっては
機会損失が起きていた。本取り組みでは、生
産・流通を最適化して業界の効率性を高める
とともに、小売店における消費者の体験向
上・売上の増大が期待されていた。

しかし、実際にプロジェクトが始まると、
当初見込んだスケジュールでは効果が生まれ
なかった。卸の協力が得られなかったからで
ある。この業界において、卸は流通量の決
定、中小小売とメーカーの間の受発注、およ
び小売店舗への商品配送を担っていた。プロ

の取り決めから一定の妥協を行った。メーカ
ーであるキユーピーは、卸への納品リードタ
イムを「受注翌日」から「受注の翌々日」に
伸ばし、 1 日分の余裕を手に入れた。その代
わり、午前11時としていた受注締め切りを午
後 2 時まで延長するとともに、小売や卸から
の要請で緊急対応の必要が生じた際には、こ
れまでよりも広く対応するという譲歩を行っ
た。卸である加藤産業は、小売からの発注期
限を半日早める（当日の午前中締めから、前
日の夜締めに早期化）ことと、賞味期限の 3
分の 1 以内としていた小売への納品期限を 2
分の 1 に延長することによって余裕を得た。
一方、前述のようにメーカーに対して一定の
譲歩を行った。小売は欠品や配送遅れの削減
という対価を得た一方、発注期限の早期化、
納品期限の延長、特売やセール情報のより早
期の連絡、といった譲歩を行った。結果とし
て、欠品・納品遅れをなくし、「加工食品が
小売店舗で売れない」という業界全体にとっ
て避けるべきシナリオを回避するために、参
加者全体が一定の条件変更に合意したのであ
る。もし、特定の参加者が現在の取引条件維
持を譲らなかった場合、ほかの参加者が在庫
増加、業務時間の延長といった負担を引き受
けざるを得なくなり、取り組みは停滞してい
た可能性が高い。

この事例では、キユーピーと加藤産業間で
納品リードタイムを伸ばし、ドライバーの待
機時間の削減や車両手配の計画性向上に成功
した。今後の課題としては、加藤産業以外の
卸との取引にも同じ条件を広げていくことが
できるかどうかがカギとなるだろう。
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ジェクトチームが当初描いていたビジョンの
実現には、①最適生産量・流通量予測の前提
となる発注データの一元化、②最適流通量の
レコメンド（推奨量）に沿った流通・配送オ
ペレーション、が不可欠だったが、これらは
大手卸の協力なしに行うことは難しかった。

しかし、この業界では伝統的に、卸・小売
は勝手に値引きをしない代わりに在庫責任を
負わないという慣習があった。よって、卸か
らすれば返品・廃棄を減らすことのメリット
は小さく、むしろできるだけ商品を生産・流
通させ、売り逃しを少なくする方がメリット
は大きかったのである。結果として、目指す
ゴールについての合意に時間が取られた。そ
のことによって、必要なデータも得られず、
予測精度の向上にも支障をきたした。

3 1990年代のECR普及の取り組み
三つ目の事例は1990年代後半に食品・日用

雑貨品分野で取り組まれた、ECR（Efficient 
Consumer Response）普及の取り組みであ
る。ECRとは、1990年代初頭に米国で開発
されたサプライチェーンの改革手法であり、
製造業・卸売業・小売業の各社が在庫補充、
販売促進、品ぞろえ、新商品投入についてあ
たかも単一企業のように連携して動くこと
で、ムリ・ムダ・ムラを削減し、適正な在庫
水準とコスト削減の実現を図る業界横断の取
り組みである。欧米で普及したECRに対し
て、日本でも1997年に「ECRニッポン」と
題した大規模なSCMプロジェクトが立ち上
げられ、食品・日雑品分野の主要企業約50社
が参加した。

しかしこの取り組みは 2 年足らずで頓挫し
てしまった。物流コスト・在庫コストを減ら

すことで発生し得る、小売側の欠品や売れ残
りリスクに対し、トレードオフの調整で小売
の合意が得られなかったためである。この背
景として、国内の食品・日雑品において、

「預かり在庫（または預託在庫）」と「店着価
格制」と呼ばれる商慣行のために、小売が在
庫や物流費削減へのインセンティブを持ちづ
らい点が指摘されている注5。預かり在庫と
は、小売の専用センターにある在庫の所有権
はメーカーか卸が持っており、店舗から発注
があって初めて、小売に所有権が移るという
仕組みである。店着価格とは、物流費が販売
価格に内包されている取引形態である。この
二つの制度下においては、在庫の削減や物流
の効率化は、見かけ上、小売の利益と直接的
に結びつきづらいのである。

現在でも、この商慣行については製・配・
販連携協議会や、フィジカルインターネット
実現会議などで議論されているが、業界の共
通課題を解決するには、オペレーションだけ
でなく、その背景にある制度や商慣行も含め
た改革が必要である。

4 共通課題を解決するための
 三つの条件

ここまで挙げた三つの事例を見ると、業界
の共通課題を解決するには、次の三つの条件
を満たすことが重要だと考えられる。

（1）	 企業間のコラボレーションによる
	 オペレーション改革

第一に、業界全体で非効率や低生産性の原
因となっている業務のあり方を再設計する必
要がある。

第Ⅰ章で触れたとおり、同業他社を含む他
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も、必ずしも契約書に規定されていない、「い
わゆる取引条件」が障害になるケースが多い。

二つ目の小売業界の事例の場合、「発注量
を最適化し、返品・廃棄を業界全体で減ら
す」という目標を達成するには、卸の協力が
不可欠であったが、卸・小売が在庫責任を負
わないという商慣行により、メーカーと卸の
間で（欠品リスク向上を伴う）物流効率化に
対して利益相反が生まれ、解決の方針がなか
なか合意できなかった。

ECRニッポンの事例も同様であり、「サプ
ライチェーンの全体最適化」という総論には
全体が賛同したものの、各論に入ると「預か
り在庫」と「店着価格」という二つの制度に
よって生まれる利益相反を解決できず、オペ
レーション改革案を具体的かつ実効性のある
施策に落とし込むことができずに立ち消えと
なった。

（3）	 制度や商慣行の改革にスピーディに
	 同意するための経済的メリットの創出

最も重要な点は、課題解決によって全体と
しては大きな経済的なメリットを生むこと、
そしてそのことを関係者に明確な形で示し、
合意を形成することである。二つ目と三つ目
の事例において、サプライチェーンの効率性
を高めるという目的に対して障壁となったの
は、卸や小売にとって、自分たちが取り組む
のに十分なメリットがないと見られた点にあ
った。逆に、キユーピーの例では、2011年の
東日本大震災に端を発する物流混乱と、2013
年の繁忙期に起きた物流混乱を経て、小売も
含めた関係者の間で、このままでは欠品が増
えてしまい、加工食品業界全体で売上が縮小
するという危機感が醸成されていた。つま

の企業との連携が重要だが、その際は必要な
ステークホルダーをすべて巻き込むこと、見
かけ上のメリットを自社だけで享受しようと
するのではなく、全体最適に向けて参加者全
員が一定の妥協を行うことが重要である。最
初の例では、メーカーであるキユーピーだけ
でなく、発注元であり納品先である卸、卸の
先にいる小売、そして各ステークホルダー間
の配送を担う物流会社が協調し、持続可能な
物流をつくるという目標に向かって、必要な
情報提供や取引条件の変更を行った。また、
キユーピー、加藤産業、小売のいずれもが、
目標達成のためにいったんは取引条件の一部
の見かけ上の悪化を受け入れた。

一方、課題解決に苦戦している二番目の事
例では、重要なステークホルダーである卸の
協力が得られなかったことが、取り組みを進
めるうえで大きなデッドロックとなった。当
業界においては、国内流通のほぼ全域で卸が
メーカーへの発注（商品の品目と数量、発注
タイミングの決定）と、工場から小売店舗へ
の商品配送を担っており、メーカー側が「こ
まめに発注・生産し、こまめに配送すること
で返品・廃棄を減らす」形式に転換したいと
思っても、実現には卸の力を借りる必要があ
った。しかし、メーカー主導の本取り組みに
対して卸からの合意の取りつけは容易ではな
く、卸不在で取り組みを進めたため、返品・
廃棄削減や物流費抑制の効果は限定的なもの
になってしまった。

（2）	 現在のオペレーションの前提となって
	 いる制度や商慣行の改革

第Ⅰ章の製紙メーカーの例でも明らかだ
が、特定のオペレーションを変えようとして
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り、取り組みを行うための必然性が明確だっ
たのである。

また、第Ⅲ章以降で詳しく論じるが、デジ
タル技術を用いて圧倒的な経済的メリットを
生み出すことで、事業者間の話し合いによら
ずとも業界の共通課題を解決し始めている事
例も存在する。つまり、（ 3 ）を成立させる
ことが、（ 1 ）（ 2 ）の閉塞に対する突破口
になるのである。

DX 2 周目においては、DXを通じていか
に早く三つの条件を満たし、日本の各産業に
おける業界課題を解決できるかが問われるこ
とになる。次章では、三つの条件を満たすた
めに、デジタル技術やデータをどう活用し得
るかについて論じる。

Ⅲ	共通課題解決のカギとなる
	 デジタル活用

1 AI・機械学習による
 改革の経済性と条件の可視化

前章では、業界の共通課題を解決するため
に、（ 1 ）オペレーション改革、（ 2 ）制度や
商慣行の改革、（ 3 ）経済的メリットの創出、
の三つがそろわなくてはならないと述べた。
（ 1 ）（ 2 ）については、あるべき産業像を

描き、参加者全員で合意する事が必要だが、
もちろん簡単なことではない。その理由の一
つには、各参加者がそれぞれ持っている認知
バイアスから逃れるのが容易でないという点
がある。ビジネス上の意思決定を歪ませる認
知バイアスにはさまざまなものが知られてい
るが、中でも直近バイアス（Recency Bias）
と確証バイアス（Confirmation Bias）は、
参加者が多岐にわたる際の合意形成を妨げる

可能性が高い。
直近バイアスとは、人々が意思決定を行う

際、最近の出来事や情報に引っ張られやすい
性質を指す。確証バイアスとは、仮説を検証
する際にそれを支持する情報を無意識に集め
てしまい、反証する情報を無視したり集めよ
うとしなかったりしてしまう性質を指す。こ
れらが重なると、一見直感に反しているが実
際には十分な量のデータで裏づけられた事実
よりも、「先日自分が見て（自分が持っていた
仮説にたまたま当てはまったので）印象に残
った、もっともらしい事例」が真実であるか
のように各人が主張を始め、合意形成に多大
な時間がかかってしまうという事態が起きる。

こうした認知バイアスを打破する方策とし
て、AIや機械学習、数理最適化を活用し、
目標が達成された際の効果や条件を可視化す
ることが考えられる。業界課題をシミュレー
ションに落とし込み、一定の前提条件の下
で、解決できた場合にはどの程度の時間、物
量、人数、金銭などの効果が生まれるか、を
試算するのである。これによって、制約条件
を明確化したうえで、条件 A ができれば効
果がこの程度になる、あるいはステークホル
ダー B が参加するかしないかによってこれ
だけ効果が変わる、ということが可視化で
き、参加者によるアクションを促しやすくな
る。また、シミュレーションを活用すること
で、「業界慣習として存在している制約条件
を仮に外せたとしたら、どの程度インパクト
が増えるか」を可視化し、合意形成を促進す
るという使い方もできる。一方で、ビジネス
上の条件が複雑化すると、組み合わせの数が
10の百乗に達してしまうことも珍しくなく、
Excel上での計算でこうした問題を解くこと
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共同配送のようなアセットの共同利用は、
業界の持続可能性を高めていくうえで有効な
手段であり、コンビニエンスストア、紙・パ
ルプ、自動車部品、化学品など、さまざまな
業界で注目されている。一方、参加企業間で
意見が異なるポイントの多い取り組みでもあ
る。小売・卸からメーカーへの発注を集約で
きるのか。複数のメーカーや卸間で製品の保
管場所を統合できるのか。物流センターや店
舗への納品条件を変更できるのか。あらゆる
選択肢に変革に伴うメリットとデメリットが
存在するため、参加者全員の妥協点を見つ
け、合意形成を図るには、現実をできるだけ
近い形でデジタルな空間に再現し、最も実現
性と効果のバランスが取れる選択肢の組み合
わせをシミュレートすることが有効になる。

2 暗号化・秘匿化技術と
 中立的プレイヤーの利用による
 データ協調上の障壁解消

前節で述べた参加者間の認識の違いに加
え、競合企業とのデータや情報共有に対する
心理的抵抗も、前述の（ 1 ）オペレーション
改革、（ 2 ）制度や商慣行の改革、を行うう
えでの障壁になる。特に、品質、コスト、稼
働状況といった、これまで競争優位性にかか
わると見なされてきたデータの共有は、各社
とも神経質になる。これまで競合企業間での
データ共有については、競争領域としてクロ
ーズドにするデータと協調領域としてオープ
ンにするデータに振り分け、まずは後者から
共有を始めるという取り組みが行われてき
た。心理的ハードルの低いデータから共有を
スタートし、徐々に共有範囲を拡大していく
という狙いである。しかし、依然として、業

は現実的ではない。
幸いなことに、シミュレーションや最適化

を構成するデータ、計算基盤、アルゴリズム
について、これまでの課題が近年急速に解決
されつつある。たとえば A 地点から B 地点
までヒトやモノを運ぶための経路最適化を対
象としてみると、まずデータについては、任
意 の 地 点 間 の 移 動 時 間 が、GoogleMapや
NAVITIMEなどのAPIを利用することで比
較的容易に手に入るようになった。計算基盤
については、これまで高並列・安価で計算で
きる基盤は限られていたが、近年では並列計
算を安価に行えるクラウド基盤が登場してお
り、これらを活用することでコストが大きく
下がっている。アルゴリズムについても、さ
まざまな手法を組み合わせることで、計算に
必要な時間を大幅に短縮し、業務上現実的な
時間に収めることが可能になり始めている。

たとえばNRIが支援したある大手小売業で
は、店舗に納品するトラックの経路を最適化
し、配送時間や燃料消費量を削減するため
に、最適化アルゴリズムを活用した。多岐に
わたるビジネス上の制約条件、たとえば車両

（車格、車両台数、稼働上限時間、最大積載
量など）、人事労務（労働時間、休憩時間、
1 人では配送できない駐車禁止区間の有無、
付帯作業の有無など）、納品（店舗で受入可
能な時間、最初に配送すべき店舗・最後に配
送すべき店舗、移動時間など）といった要素
を明確化し、どの要素を守った場合、どれだ
けの効果が得られるか、という計算を行っ
て、最も効果が大きい条件とその効果を算出
した。この事例では一企業を対象としたが、
複数の企業による共同配送化に際しても同じ
ことが可能である。
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タを活用し、企業やデータベース同士がデー
タ主権を担保したうえで、安全・自律分散的
にデータ共有できるようにしている。データ
共有時には情報セキュリティに加え、データ
が提供者の意図した相手にのみ届けられ、意
図した目的でのみ使われることを保証できる
ようになっている。

続いて、ドラッグストア大手 2 社の共同配
送実証について取り上げる。ウエルシアホー
ルディングスとツルハホールディングスは、
2022年に青森県下北エリアで共同配送実証を
開始した。当該エリアでは、両社のほかの営
業エリアと比較して店舗密度が低く、配送ト
ラックの積載率が低いことが両社の課題であ
った。この課題に対して、両社の荷物を積ん
だ配送車両が互いの物流センターを経由する
ことにより、配送効率を高め、両社の物流コ
ストを削減した。この実証では、荷量や納品
予定、配送トレースなどの競争優位性にかか
わるデータを含むさまざまな物流情報をデジ
タル化し、クラウド上でシームレスに連携さ
せている。その際、扱うデータを暗号化する
ことで、互いに相手企業の荷物の種類や量が
分からないようになっている。実証準備時に
はデータ共有に対して心理的抵抗があったも
のと推察されるが、双方に対して等距離で中
立的な立場で接することができるシステムベ
ンダーやコンサルティング会社が仲介役とな
ったことで、実証を円滑に推進できている。

このように、暗号化技術やブロックチェー
ンといったデジタル技術の活用や、各ステー
クホルダーから等距離な中立的プレイヤーの
活用により、（ 1 ）オペレーション改革や

（ 2 ）制度や商慣行の改革に不可欠な企業間
でのデータ共有を加速することができる。

界課題を解くうえで不可欠な、競争優位性に
関すると見なされてきたデータの共有は十分
に進んでおらず、共有されるとしても粒度の
粗いデータにとどまっている。

この障壁を乗り越える方策として、暗号化
技術やブロックチェーンなどのデジタル技術
を活用し、競合企業間で情報が漏れるリスク
を減らせる仕組みをつくること、中立的なプ
レイヤーをデータ共有の仲介役として活用す
ることが有効になり得る。ここでは、海外事
例として欧州の自動車産業データスペースで
あるCatena-X、および国内事例としてドラ
ッグストア大手 2 社の共同配送実証、の二つ
の事例を取り上げる。

Catena-Xとは、2021年に結成された、自
動車産業全体のサプライチェーンに関するデ
ータを共有する欧州発のデータエコシステム
である。2020年にBMWとSAPが中心となり
結成されたAutomotive Allianceを前身とし
て、ダイムラーやフォルクスワーゲンなどの
自動車メーカーが参画し、Catena-Xへと発
展した。現在では、完成車メーカーから、部
品メーカー、素材メーカー、設備メーカー、
IT企業、リサイクル企業など自動車産業の
サプライチェーン全体にまたがる企業が100
社以上参画し、日本からはデンソー、旭化成
といった企業が参画している。

Catena-X拡大の背景には、2024年に施行
される欧州電池規制でカーボンフットプリント
申告が義務づけられ、自動車産業サプライチ
ェーン間でのデータ共有が必要になることが
ある。この際、先述のとおり、データ共有の
安全性が担保される必要がある。Catena-Xで
は、EDCコネクタ（Eclipse Dataspace Con-
nector）と呼ばれるオープンソースのコネク
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ームである「ハコベル」といったサービスを
提供している。同社は、企業が購入した装置

（印刷機、アセットなど）の空きキャパシティ
と、中小企業の利用ニーズをテクノロジーを
用いてマッチングすることによって、管理費
や付加価値が低い中間業者を排し、業界全体
の取引コストを最小化する、というコンセプ
トを横展開し、古い構造が残っている複数の
業界でプラットフォームを提供している。

たとえば印刷・集客支援プラットフォーム
の「ラクスル」では、全国の印刷会社と提携
し、彼らが保有する印刷機の非稼働時間で、
ユーザーが依頼した小ロットの印刷物を印刷
し、納品している。印刷業界は約 6 兆円の市
場のほぼ半分を大手 2 社が抑え、その他の約
6 万社の印刷会社が下請けとして動いている。
大手企業からの発注が 1 次下請けから 2 次下
請け、 3 次下請けと流れる形で、多層的な下
請け構造が形成されている。ラクスルのビジ
ネスモデルは、このような 2 〜 4 次下請けの
印刷会社をネットワーク化し、仮想的な印刷
工場として利用するものといえる。オンライン
上で全国の顧客を集約することで、固定費で
ある印刷の刷版を複数の顧客間でシェアでき
るため、10万部以下の小ロット印刷物であれ
ば、ラクスルを利用しない場合と比べて約 5
分の 1 まで印刷費を下げられるとしている注6。

一方、「従来アナログなプロセスで行われて
きた取引を半自動化して、必要なときに必要
なだけプロフェッショナルサービスを提供す
る」というコンセプトを掲げたスタートアップ
は、Uberの成功以降、世界中で登場し、その
ほとんどが失敗に終わってきた。ラクスルが
これまで成長を続けてきた要因の一つには、
ラクスルが自社サービスのエコノミクスと顧客

3 自動化・省人化によるエコノミクス
 （経済性、収益構造）の革新

ステークホルダーの巻き込みだけでなく、
（ 3 ）経済的メリットの創出のためにも、デ
ジタル技術の活用がカギになる。製造業、建
設業、トラック運送業、印刷業など中小企業
が大半を占める業界においては、実際の作業
を担っているのは中小規模の事業者であるこ
とが多いことから、効率化や最適化のための
デジタル投資を負担することが難しく、メリ
ットが創出しづらい。こういった場合におい
ては、デジタル技術を用いた集約とマッチン
グ、及び限界費用の逓減によって、ビジネス
モデルのエコノミクス（経済性、収益構造）
を大きく変えることが有効である。

集約とマッチングとは、サービスを受けた
い、キャパシティを使いたいという需要と、サ
ービスを提供したい、空いているアセットが
あるといった供給の双方のニーズを束ね、事
業として成立するだけの規模にまとめたうえ
で、最も適切な相手とマッチングすることで、
市場に存在する需要と供給の不一致を解決す
ることを指す。すでに多くのビジネスが登場
しているが、ここでは成功例として印刷・輸
送プラットフォームのラクスルを取り上げる。

ラクスルは2009年に設立された日本のクラ
ウドソーシングプラットフォームである。創
業から10年後の2019年に東京証券取引所市場
第一部（当時）に上場し、2023年 7 月期は売
上高410億円、EBITDA31億円まで成長して
いる。同社はクラウドソーシングを活用し、
印刷・集客支援のプラットフォームである「ラ
クスル」や、段ボール・梱包材の受発注プラ
ットフォームである「ダンボールワン」、荷主
と運送会社をつなぐマッチングプラットフォ
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体験を改善するソリューションを継続的に開
発し、ユーザーにとっての価値を高めてきた
ことがある。以下では、ラクスルが開発・実
装したソリューションを例を上げて紹介する。

（1）	 オンラインデザイン
ラクスルのようなオンラインサービスを使

う際、ユーザー自身が工程を完結してくれれ
ば、生産性は大きく高まる。このためにラク
スルは、ユーザーが自分で印刷物のデザイン
制作ができるよう、デザイン制作機能を開発
し、ユーザーが活用できるテンプレートや写
真・イラストなどの素材、フォントなどを搭
載してきた。これによって、ユーザーは高度
な専用ソフトを持たずとも、品質の高いデザ
インデータを簡易につくることができるように
なり、ユーザーにとっての利便性が高まった。

（2）	 スピードデータチェック
従来、ラクスルでは印刷工程で発生するデ

ータチェック（印刷工場で印刷する前の確認
作業）をDTPオペレーターという専門スタ

ッフの手作業で対応していた。ユーザーから
の入稿データを一つひとつダウンロードし、
色の変換や文字の修正などの加工を行い、必
要があればユーザーへの修正依頼を行ってい
た。人力に頼ったオペレーションのため、 1
回のデータチェックには半日から 1 日を要し
ていた。この作業を自動化する仕組みとして

「スピードデータチェック」を開発・導入し
た結果、これまで半日から 1 日かかっていた
工程は最短20秒まで短縮された。

（3）	 最適発注
ラクスルでは、印刷時に紙をできるだけ無

駄なく使うため、依頼主や絵柄、大きさが異
なる複数の印刷物をまとめて印刷する「ギャ
ンギング」とよばれる手法を使っていたが、
2020年以前はこの工程をすべて人力で行って
おり、早朝から深夜まで担当者が交代制で張
りついて対応していた。機械学習を用いてこ
の工程を自動化した結果、従来は丸 1 日かか
っていた作業が、約10分で完了するようにな
り、受注のキャパシティが広がって、ラクス

図1　業界の共通課題解決の条件とデジタル活用の方向性

概要

（1）オペレーション
改革

（2）制度や商慣行の
改革

（3）経済的メリットの
創出

デジタル技術活用の方向性

● 業界全体で非効率や低生産性の原因と
なっている業務や取引のあり方の見直し

● 例）発注・製造ロット、発注・納品タイ
ミング、配送頻度、カスタマイズ度合い
など

● オペレーションの前提になっている、サ
プライチェーン上の取引条件の見直し

● 例）在庫所有権の所在、納品リードタイ
ム、貨物の積載方式、商品価格と物流費
用の一体化など

─ AIや機械学習、数理最適化を活用し、目
標が達成された際の効果や、必要な条件
を可視化する

─「商慣行＝制約条件を仮に外せたとした
らどの程度インパクトが増えるか」をシ
ミュレートし、必要な参加者・条件を関
係者間で抜け漏れなく合意する

─暗号化技術や中立的プレイヤーの活用に
よって機密性が高いデータの共有に対す
るハードルを下げる

─需要と供給をマッチングして、仲介費用
を削減し、資産回転率を高める

─ CXを高め、ユーザーがセルフサービスで
完結する範囲を広げる

─ AIや機械学習を用いて業務プロセスを自
動化し、生産性とキャパシティを高める

● 課題解決による関係者への経済的なメ
リット創出

● メリットを関係者に明確に提示すること
による、（1）（2）の変革に対する合意形成
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ル事業としてのスケーラビリティが高まった。
ラクスルは、多数の中小企業の中に散在す

る需要と供給を集約し、マッチングすること
で、これまで大手企業の管理費や中間業者の
ためにかかっていたコストを削減し、安価に
印刷サービスを提供することに成功した。加
えて、単純なマッチングだけに終わるのでは
なく、顧客の業務を深く理解し、顧客の前後
の業務プロセスがより便利になるようなサー
ビスを提供しつつ、自社サービスの提供にか
かる限界費用を減らすことで、収益性を高め
ることに成功した。

第Ⅱ章で整理した業界の共通課題解決の条
件、および本章で扱ったデジタル活用の方向
性は、図 1 のように整理できる。

Ⅳ	課題解決手段としての
	 業界プラットフォーム再考

第Ⅲ章で考察したようなAI・機械学習を
活用した合意形成や、国際標準の戦略的活用
などによって、（ 1 ）オペレーション改革、

（ 2 ）制度や商慣行の改革、が一定程度進む
と、特定のノンコアの業務機能を業界内でプ
ラットフォーム化することで、経済性を飛躍
的に高めることが可能になる。「業界プラッ
トフォーム」というコンセプト自体は近年濫
用されているきらいがあり、当初の目論見を
達成できていない事例も多いが、高い経済性
によって業界の閉塞を打破する切り札になる
とともに、新たな事業展開にもつながってい
る事例も現れており、そのポテンシャルには
注目すべきである。

本章では、業界プラットフォーム実現の条
件と、対象とすべき機能を見極めるためのフ

レームワークを提示し、共通課題解決手段と
しての業界プラットフォーム構築に対して現
実的な指針を提供する。

1 業界プラットフォームとは
ここでは、業界プラットフォームを「業界

に属する複数の企業間で共通しているノンコ
ア機能が外部化され、誰でも使えるようにイ
ンフラ化させた（あるいは、結果としてそう
なった）もの」と定義する。本稿で紹介した
ものでは、ラクスルは印刷業界における営
業・デザイン制作・受発注・印刷指示・集客
支援機能を集約し、プラットフォーム化した
ものといえる。ほかの業界の例を探せば、ラ
クスルの子会社であるダンボールワン、ラク
スルと西濃運輸のジョイントベンチャーであ
るハコベル、加工食品の調味料製造における
アリアケジャパン、機械部品の製造における
meviy（メビー。ミスミが提供）、不動産・
住宅業界におけるSUUMO（リクルートが提
供）、医薬品業界におけるMR君（エムスリ
ーが提供）なども、それぞれ段ボール調達、
トラック運転手調達、調味料製造、部品調
達、物件探索、医師への情報提供といった機
能を集約し、プラットフォーム化している事
例といえる。

ノンコア機能のプラットフォーム化は、成
功すれば需要の集約による資産回転率や労働
生産性の向上、労働環境の改善による持続可
能性の向上が期待できる。また、製・配・販
に関連するデータがプラットフォームに蓄積
されることで、個別企業がそれぞれ機能を持
っている場合よりも高い経験曲線効果も期待
できる。こうした過程を経て経済性が高まる
と、自社内で機能を内製化したり、プラット
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フォームの外で個別に取引を行ったりするこ
とに比べて、プラットフォームを通じた機能
調達の優位性がますます高まり、普及範囲が
さらに広がることにつながる。

2 業界プラットフォームの成立条件
非効率な業界の問題を解決する手段として

業界プラットフォームというコンセプトが注
目されてきた一方で、古い慣習が残っている
場合、成立条件を見極めないまま取り組んで
失敗する例も多々見られる。業界プラットフ
ォームの構築に当たっては、プラットフォー
ム化、すなわち外部化と集約に適した業務・
機能を見極めることが重要である。プラット
フォーム化に適した業務として、次の条件に
当てはまるものが挙げられる（図 2 ）。

（1）	 規模の経済が働く
自社内に抱え込むよりも、複数企業で集約

することで生産性が高まる機能である必要が
ある。この条件を満たす機能としては、たと
えば以下が挙げられる。

○装置・設備などのアセットへの投資が必要
ラクスルの例が示すように、高価な装置の

購入が前提となる業界においては、稼働率を
高めるための集約やマッチングが効果的に働
きやすい。インターネットを通じて需要を集約
し、空いている装置に振り向けることで、安価
に需要を満たすことができる可能性がある。

○煩雑な人海戦術が多頻度で発生している
対象となる業務が頻繁に行われており、相

応の工数や人数が割かれている方が、プラッ
トフォームとして外部化する効果は出やす

い。逆に頻度が月ごと・四半期ごとのように
高くなかったり、業務を行う箇所が限られた
りしている場合は、既存人員の業務のごく限
られた工数を代替するにとどまり、融通が効
かなくなるなどのデメリットのほうが大きく
なりやすい。

（2）	 市場の情報や取引ルールが
	 標準化されている

外部化した機能を使うには、企業間のやり
取りにおけるプロトコルが一致しており、お
互いが何を目指しているかが容易に分かる状
態が重要になる。機能を使う側で想定してい
る内容が、機能の提供側で想定しているもの
と異なっていたり、コミュニケーションのイ
ンターフェイスが異なっていたりすると、機
能を使うためのやりとりに多大な時間がかか
ってしまうからである。

標準化の方法は、企業間の話し合いで標準
を導入する、プラットフォーム提供者が構築
してデファクト化を狙うなどさまざまなやり
方があるが、すでに国際標準がある場合は、
グローバル市場への展開可能性を考えて、そ
の導入を積極的に考えるべきである。

図2　業界プラットフォーム化に適した機能・業務の要件

● 装置・設備などのアセットへの高額な初
期投資が必要

● 需要の繁閑差が激しく、アセットの稼働
率が低下しやすい

● 煩雑な人海戦術が多頻度で発生している

● 対象機能や業務の特殊性が低く、比較的
誰でも提供できる

● 地理的な制約が解決されており、どこに
いても機能が使える

● 使う側のスケジュール調整の必要性が低
い（いつ使っても大差がない）

● 企業間のコード体系が統一されている
● 取引条件に例外が少なく、原則が明確で
ある

● 求められるカスタマイズ性が低い
● 誰から調達しても、比較的品質が安定し
ている

規模の経済が働く

市場の情報やルールが
標準化されている

必要な機能がいつでも
調達できる

業務や商品、サービスが
標準化されている
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らつきづらい状態になっていることが重要で
ある。

留意点としては、業界の商慣行上当たり前
と考えられているカスタマイズも、顧客のニ
ーズを突き詰めると実は必要性が高くない場
合もある。たとえば、ダンボールワンの場
合、段ボールの調達においては発注ごとにオ
ーダーメイドで設計することが普通だった
が、ユーザー調査を重ねた結果、必ずしもオ
ーダーメイドを求める顧客ばかりでなく、

「売れているサイズがほしい」というニーズ
が一定程度存在すると分かったことが、業界
で前例が少なかった「既製品中心の段ボール
の E コマースプラットフォーム」の実現に
つながっている。

以上のフレームを使って、対象として考え
ている機能や業務は条件に当てはまるか、当
てはまらない場合は自社のサービスで補完が
可能か（たとえば、「物理的にモノをつくっ
て届ける必要があり、地理的な制約が残って
いる」場合に、「全国の中小工場をネットワ
ーク化して、顧客に近いところで生産・出荷
する」といったことである）、経済的なメリ
ットが生まれるか、といった点を評価するこ
とで、そもそもプラットフォーム化に向かな
い対象を選んでしまうリスクを減らすことが
できる。

3 企業が取り組むべきこと
プラットフォームを活用して共通課題を解

決し、業界全体の収益性や持続可能性を高め
るために必要なアクションを整理し、本論考
の結びとする。

経営層は、業界の共通課題を経営イシュー

（3）	 必要な機能がいつでも調達できる
必要とする機能の専門性が高かったり、地

理的な特性がある機能の場合、プラットフォ
ームとして外製化するよりも、組織内に抱え
込んだり、個別に取引関係を結んで囲い込ん
だりすることが合理的になる。見極めるに
は、対象業務に要する技能の特殊性の高さ
と、地理的な偏在を見るべきである注7。特
殊な業務を要求する場合、プラットフォーム
に要求されるサービスはより複雑になり、作
業内容を特定するには長い時間と高いスキル
を有するプロが求められる。また、スケジュ
ール調整が複雑、つまりサービスの利用時間
が長かったり、前後の業務との関係で特定の
時間に実施する必要があったり、突発的に発
生したりする場合、プラットフォームとして
標準化することは難しくなる。地理的な偏在
についてはたとえばトラック運送の場合、福
岡から東京に運びたい貨物に対して、北海道
にあるトラックは役に立たないため、マッチ
ングの難易度はより高い。

ラクスルや、その子会社のダンボールワン
の事例では、比較的特殊性が高くない印刷物
や、規格化された段ボールの製造を対象とし
て、全国の中小工場をネットワーク化し、顧
客が機能（印刷や段ボールの調達）をいつで
も利用可能な状態を成立させている。

（4）	 業務や商品、サービスが標準化されている
前述の「必要な機能がいつでも調達でき

る」という条件を満たすには、誰から、いつ
機能を調達しても安定した品質が担保されて
いることが不可欠である。そのためには、

「業務や商品、サービス」に求められるカス
タマイズ性が限定的であることや、品質がば
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として認識し、明確な方針を社内に打ち出し
ていくべきである。同業他社とのコラボレー
ションを行ううえでは、担当者や部門レベル
では、総論賛成各論反対に陥りやすい。担当
者レベルでは、仮に問題解決が必要との思い
が一致しても、取り組むことに対する対価を
どちらがどう提供するのか、というビジネス
上の論点を決定しにくいためである。明確な
方針を定め、推進にコミットすることで、現
場担当者が確信を持ってコラボレーションに
取り組める体制をつくることが必要になる。
特に業界トップに近い会社ほど、自分たちの
市場が衰退しないよう、自らの影響力を活か
して共通課題の解決を主導していくことが求
められる。

DXを推進する担当者は、第Ⅱ章で整理し
た条件や、業界プラットフォームの検討フレ
ームに沿って、解決方法を具体化していくこ
とが求められる。（ 1 ）企業間のコラボレーシ
ョンによるオペレーション改革、（ 2 ）現在の
オペレーションの前提となっている制度や商
慣行の改革、（ 3 ）制度や商慣行の改革にス
ピーディに同意するための経済的メリットの
創出、の三条件がそろわなければ、業界の共
通課題解決は難しい。（ 1 ）（ 2 ）について
は、国際標準があればそれを採用して時間を
短縮しつつスケーラビリティを確保すること、
AI・機械学習などを用いて改革の経済性と条
件を可視化し、合意形成を加速すること、

（ 3 ）についてはデジタル技術を有するプレイ
ヤーとのコラボレーションで、自社のアセッ
ト（顧客基盤、データ、人材、市場への影響
力など）を活用してエコノミクスを革新して
いく方法を探索していくことが有効である。
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